
































資料７－４－５ 日本長期信用銀行に対する過去３回の資産査定状況

資産分類区分 検査基準日 平成10年３月31日 平成８年４月16日 平成４年１月10日

Ⅰ分類（Ⅱ分類、Ⅲ分類及びⅣ分類としない ２１兆８，９２６億円 ２６兆 ２６６億円 ３０兆２，９９９億円
資産）

Ⅱ分類（個別に適切なリスク管理を要する資 ３兆 ３４７億円 ２兆７，７９８億円 １兆２，９２０億円
産）

Ⅲ分類（最終の回収に重大な懸念が存する資 １兆１，２５４億円 ９，１５７億円 ２９７億円
産）

Ⅳ分類（回収不可能又は無価値と判定される １，３７３億円 ２，０９５億円 ７７億円
資産）

（注）億円未満切り捨て

＊ 平成11年１月29日 国会提出（衆議院・予算委員会、提出時の表題：日本長期信用銀行に対する資産査定状況）
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